（別紙）

「支援機関と連携した副業・兼業人材マッチング支援事業」業務委託仕様書
１　委託業務名
　　「支援機関と連携した副業・兼業人材マッチング支援事業」（以下、｢本事業｣という。）
２　事業の目的
本事業は、商工会議所・商工会等の支援機関と連携し、県内中小企業が抱える課題に副業・兼業人材の知見を活用するため、副業事業者を通じて県内中小企業と副業・兼業人材のマッチングを実現することで、新たな人材確保の在り方を啓発することを目的とする。
３　委託内容
（１）支援機関向け説明への協力
　　　商工会議所・商工会等の支援機関に対し、機構が実施する説明（オンラインによる全体説明会２回のほか、支援機関の希望に応じて対面での説明を実施予定）において、副業・兼業人材活用企業の事例やメリット等について説明を行うこと。
（２）県内中小企業と副業・兼業人材のマッチング支援
　　　機構及び商工会議所・商工会等の支援機関が募集した副業・兼業人材の活用を希望する企業に対し、課題のヒアリング・整理、受託者の人材募集プラットフォーム等を活用した副業・兼業人材の募集、県内中小企業と副業・兼業人材の面接支援など、県内企業と副業・兼業人材が成約（契約）するまでの支援を行うこと。なお、本事業の対象とするのは、令和７年３月末までに成約（契約）した案件とする。
（３）機構への報告
上記（２）について、機構及び支援機関に進捗状況の報告を行うこと。
４　成約（契約）実績に応じた精算について
所定の実績報告書に記載された成約（契約）件数に応じて、固定費に、成約（契約）件数×経費積算書に記載した変動費の単価を加算した金額を精算額とする。
５　完了報告書
　　事業実施期間終了後、速やかに委託業務完了報告書を機構へ提出すること。
６　その他
（１）企画提案書及び経費積算書に記載したマッチング件数を超えた場合も、増額契約は行えないので留意すること。
（２）業務にあたり、内容等については、機構と協議のうえ実施すること。
（３）本仕様書に疑義が生じたとき、又は本仕様書に定めのない事項については、その都度、
機構と協議して定めること。
（４）天災等の影響により、委託内容の変更や中止等の可能性があること。
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